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調達方針

1．平等な競争機会の提供
調達に関する情報を適時・適切に発信し、購買取引を望
まれる国内外の全ての企業様に平等に競争の機会を提
供します。

2．公正なパートナー様の評価・選定
お取引先様の評価・選定は、経営の信頼性、調達品等の
価格・品質・納期・先進的な技術力はもとよりCSRの視点
等を加味し、総合的に行います。

3．相互の信頼
お取引先様とのコミュニケーションを大切にし、永く共
に信頼、発展できる関係づくりに努力します。

4．情報の管理・保護
資材取引を通じて知り得た情報の価値を認識し、適正
に管理します。

当社は、コーポレート・ガバナンスを基盤に、サスティナビリ
ティの追求とステークホルダーの満足向上を図るべくCSRを
推進し、コンプライアンス、リスクマネジメント、品質・安全・環
境管理を柱とする活動を展開しております。特にコンプライ
アンス啓発については、当社事例によるオリジナル教育を実
施しております。また、災害BCPを定め、お客様をはじめとす
るすべてのステークホルダーに安心・安全をお届けいたしま
す。さらに環境活動として、製品含有化学物質情報伝達をお
客様のご要求に合わせフレキシブルに行っております。この
ようにルネサスエレクトロニクス（株）様とともに、持続可能
な企業としてお客様の満足向上と社会貢献に取り組んでお
ります。

　私ども株式会社リョーサンはエレクトロニクスのシステム
コーディネーターとして、「インフォメーション機能（情報提供）」
「ソリューション機能（技術提供）」「ディストリビューション機能
（物流提供）」を発揮することで、お客様の製品開発に貢献す
るとともに、お客様のさまざまなニーズにお応えしております。
その中でも、弊社最大の仕入れ先であるルネサスエレクトロニ
クス（株）様とは、各事業本部の方針をベースに、お客様に最
適なソリューションを提案すべく最新情報および問題点の共
有を行うとともに、次世代の製品仕様に対する意見交換を定
期的に行い、お客様にとって最適な（競合他社に負けない）製
品の供給を行うことを目標に、日々切磋琢磨させていただい
ております。

当社グループは、平等な競争機会を提供するとともに、
公正、公平かつオープンな取引を実践しています。また、以
前より、環境への影響が少ない材料・設備を、環境に配慮
したお取引先様から優先的に調達する「グリーン調達」に
取り組んでいます。さらに、環境配慮の視点に、コンプライ
アンス、リスク管理、人権保護などの視点を加え、サプライ
チェーンCSR活動を展開しています。この活動を推進する
ためには、サプライチェーンに関わるすべてのお取引先様
にご協力をいただき、連携した取り組みを行っていくことが
不可欠と考えています。 

当社は、お取引先様へCSR推進に関し取り組んでいた
だきたい項目として、「環境保全に関する社会的責任」「公
正取引・企業倫理に関する社会的責任」「品質・安全性に関
する社会的責任」「情報セキュリティに関する社会的責任」

「安全衛生に関する社会的責任」「人権・労働に関する社
会的責任」などを掲げており、相互に連携した推進をお願い
しています。

お取引先様が、万一自然災害や事故などで被災された
場合に､いち早く情報を当社の緊急情報受付窓口へご連
絡いただくようお願いしています。また、お客様のご心配
を早急に払拭していただくよう、入手した情報は平日、休
日にかかわらず､国内外の当社関係者へ迅速に展開・共有
し、速やかな対策に結びつける仕組みを構築しています。

当社グループは、国内外の各地域で、よりきめ細かい
サービスを提供するために、販売会社による直接販売に
加えて、販売特約店や代理店、海外のディストリビュータ
の皆様と連携した営業活動を展開しています。国内では、

当社グループの事業活動においては、お取引先様と
の円滑なコミュニケーションが欠かせません。お取引先
様からエレクトロニクス業界ならびにお取引先様の業界
の動向に関する情報をいただき、また、社会の発展のた
めの当社グループへの貴重なご提案・ご意見をいただい
ています。

販売特約店の幹部を対象としたミーティングを年２回以上
開催し、当社の方針説明や、各事業本部の事業方針を説
明し、意見交換をしています。また、販売特約店の実務者
を対象に、毎月ミーティングを開催し、製品ラインナップ
の今後の展開や、技術情報を共有しながら、お互いの関
係強化を図っています。海外では、ディストリビュータの皆
様と、年１～２回のディストリビュータ・ミーティングに加え、
マネージメントレベルで四半期ごとのレビュー・ミーティ
ングなどをとおして、営業方針の確認、BCP（Business 
Continuity Plan）の共有や問題点の解決を図っていま
す。また、ビジネス上の個々の課題は、開催頻度の高い
定例ミーティングで解決に向けた活動を行っています。
さらに、国内ミーティングで協議された内容を販売特約
店や代理店の現地法人と情報共有し、固有の課題解決
に利用しています。また、このようなミーティングを通じ
て得られた意見や内容を生かして、当社の技術、製品、ソ
リューションなどをお客様に深く理解してもらうために、
国内では、半導体セミナーを東京と大阪などで年数回、
定期開催し、米国ではDevCon（Renesas Developers’ 
Conference）を、欧州ではＩＯＤ（Industrial Open Day）
を、それぞれ２年に1度ディストリビュータと共同で開催し
ています。このように当社グループは、販売特約店や代理
店、そしてディストリビュータの皆様とパートナーシップの
強化に努めながら、営業活動を行っています。

当社製品に使用する原材料などの調達に当たっては、環
境保全を積極的に推進しているお取引先様から、環境負荷
が少なく、有害物質を含まないものを優先的に購入するグ
リーン調達を実施しています。当社要求事項は「グリーン調
達ガイドライン」として、お取引先様に開示するとともに、お
取引先様の環境保全への取り組みを定期的に調査させて
いただいています。また、RoHS指令＊などの法規制への対
応・含有物質調査なども、お取引先様からのご理解・ご協力
のもと、推進しています。

また、業務用品・IT機器などの物品調達に当たっても、そ
の物品の環境負荷情報に基づき、環境に配慮した商品を
積極的かつ優先的に選定するグリーン購入を実施してい
ます。2011年度のグリーン購入比率は、80％を超え、目標

（75％）を達成しました。

アフリカのコンゴ民主共和国およびその周辺国におい
て、一部の鉱物が武装勢力の資金源となっており、人権
侵害や紛争の長期化につながっているといわれていま
す。その懸念から、米国においては上場企業に対し、紛
争鉱物（金、タンタル、タングステン、錫など）の使用状況
の開示を義務づける金融規制改革法（ドッド・フランク法）
が2010年7月に制定されました。当社グループにおきま
しては、人権侵害行為に加担する意思はなく、サプライ
チェーンから紛争鉱物を除外するよう努め、責任ある鉱物
調達を行います。

お取引先様とともに

サプライチェーンを通じたCSR活動により、お客様へ製品の安
定供給を図っていきます。お取引先の方々との密接な連携により、
公正・公平な取引を行い、また、環境に配慮した材料・設備等の調
達活動を行っていきます。

社会からの要請

調達方針

ＣＳＲ調達活動 お取引先様とのＢＣＰへの取り組み

国内外の販売パートナーとの連携

お取引先様とのコミュニケーション

紛争鉱物問題への取り組み

グリーン購買の推進

＊RoHS指令 : 電気・電子機器に対する特定有害物質（鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、
臭素系難燃剤（PBB、PBDE））の含有を制限するEUの指令。
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